
平成29年度策定
地域管理経営計画等(案)の概要

北海道森林管理局

定山渓ダム

１．北海道の森林と国有林

２．計画の体系及び森林計画区

３．経常樹立計画の概要

４．変更計画の概要



１．北海道の森林と国有林

ⅰ）北海道の森林と国有林

ⅱ）国有林とは



道有林
61万ha(11%)

一般民有林
189万ha(34%)

国有林
307万ha(55%)

土地面積A
（万ha）

森林面積B（B/A)
（万ha）

国有林面積C（C/B）
（万ha）

全 国 ３，７７９ ２，５０８（６６％） ７６１（３０％）

北海道 ８３４ ５５４（６６％） ３０７（５５％）
※１ 国有林面積には、官行造林面積を含む

天然林 221万ha 72%

人工林
66万ha  21%

その他
20万ha  7%

北海道国有林の
人工林・天然林別面積

北海道の森林と国有林について

※２ 森林面積及び国有林面積には、北方領土面積を含まない



○ 国有林の面積：761
万ヘクタール（国土の
約2割、森林面積の約3
割）

○ 都道府県別では全て
の都道府県に、市町村
別では、約半分の市町
村に国有林が所在

人工林
232万ha

31%

天然林
467万ha

61%

その
他
62万
ha

8%

国有林の内訳

九州森林管理局

四国森林管理局

近畿中国森林管理局

中部森林管理局

林野庁

関東森林管理局

東北森林管理局

北海道森林管理局

国有林とは

※ 面積には、北方領土面積を含まない



２．計画の体系及び森林計画区

ⅰ）森林計画の体系

ⅱ）森林計画の計画内容

ⅲ）森林計画策定と有識者懇談会の位置づけ

ⅳ）森林計画区の位置



森林管理局長
国有林の地域別の森林計画
(１０年計画)
●国有林の森林整備及び保全の方向
●伐採、造林、林道、保安林の整備の

目標等

森林管理局長
地域管理経営計画
(５年計画)
●国有林野の管理経営の

方向

森林管理局長

国有林野施業実施計画
(５年計画)
●国有林野の伐採、造林等

の箇所別計画量等

即して

即して 即して 即して

即して

調和して

調和して

適合して

地域の意見
を聴取

地域の意見
を聴取

政府

森林・林業基本計画
(２０年程度を見通した計画)
●長期的かつ総合的な政策の方向・目標

農林水産大臣

全国森林計画(15年計画)
●国の森林関連政策の方向
●地域森林計画等の規範

農林水産大臣
国有林野の管理経営に関する基本計画
(１０年計画)
●国有林野の管理経営の基本方針

都道府県知事
地域森林計画(１０年計画)
●都道府県の森林関連政策の方向
●伐採、造林、林道、保安林の整備

の目標等
●市町村森林整備計画の規範

市町村長
市町村森林整備計画
(10年計画)
●市町村内の森林整備の

方向
●伐採、造林、路網の整

備の目標等

森林所有者
森林経営計画
(５年計画)
●森林施業の長期の方針
●伐採、造林、路網の整

備の目標等

適合して

森林計画の体系



国有林の地域別の森林計画
(１０年計画)

地域管理経営計画
(５年計画)

国有林野施業実施計画
(５年計画)

○ 国有林の森林整備及び保全の方向
○ 伐採、造林、林道、保安林の整備の目標等

○ 国有林野の管理経営の方向
○ 機能類型区分と区分に応じた整備の方法等

○ 伐採、造林、林道、保安林の整備の計画量
○ 保護林等の設定、管理の方針等
○ レクリエーションの森の設定、管理の方針等

国有林に関する計画の主な計画事項

○ 国有林野の伐採、造林、林道、治山等の箇所別計画量
○ 森林共同施業団地の区域や連携した施業の内容

森林計画の計画内容



●地域別の森林計画、地域管理経営計画及び国有林野施業実施計画策定のプロセス

現
行
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森林計画策定と有識者懇談会の位置づけ
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全国で１５８計画区

森林計画区の設定
農林水産大臣が、都道府
県知事の意見を聴き、地
勢その他の条件を勘案し、
主として流域別に都道府
県の区域を分けて定めて
いる

北海道森林管理局管内は１３計画区

樹立年度 計画区名

２９年度
後志胆振
石狩空知
上川北部

３０年度
上川南部
網走西部

十勝

３１年度
渡島檜山

日高

３２年度
胆振東部

宗谷
網走東部

３３年度
留萌

釧路根室

計画樹立年度

森林計画の位置



３．経常樹立計画（案）の概要

ⅰ）各森林計画区の特徴

ⅱ）各森林計画区の機能類型

ⅲ）各森林計画区の森林資源の状況



位置：北海道の中央から南西部に位置
し、東部はオロフレ山、ホロホロ
山、無意根山等の山稜、北部は積丹
半島の脊梁山地、南部は内浦湾から
狩場山地に囲まれ、西部は日本海に
面する。

特徴：火山や湖沼、森林、海岸など自然
美に富んだ景勝地が多く、支笏洞爺
国立公園、ニセコ積丹小樽海岸国定
公園及び狩場茂津多道立自然公園を
抱えるほか、北限地帯のブナ林，大
平山の石灰岩植生等の貴重な自然環
境を有している。

計画区内の国有林野：約１３万ｈａ
・森林の8割がトドマツ、イタヤカエ
デ、カンバ等の天然林。2割は主に昭和
30年度以降に造成されたトドマツ、カラ
マツの人工林
・ほぼ全域が保安林に指定

後志胆振森林計画区の特徴



機能類型別面積

機能類型区分 面 積

(ha)

山地災害防止タイプ 14,938

自然維持タイプ 45,587

森林空間利用タイプ 14,969
水源涵養タイプ 54,437

計 129,930
注）平成29年4月現在

積丹町

神恵内村

泊村

共和町

岩内町

島牧村

黒松内町

倶知安町

京極町

寿都町

留寿都村

喜茂別町

室蘭市

登別市
伊達市

豊浦町

壮瞥町

洞爺湖町

蘭越町

ニセコ町
真狩村

せたな町 長万部町

今金町

古平町

札幌市

余市町

仁木町

小樽市

赤井川村

千歳市

恵庭市

苫小牧市

白老町

後志胆振森林計画区内の機能類型



森林資源の状況

区 分 林地面積(ha) 材積(千m3)

林地

人工林 16,465 1,534

天然林 100,078 9,796

その他 12 -

計 116,555 10,330

注１） 現行計画（H25.4～H30.3）数値である。
注2） 「その他」は伐採跡地である。

齢級（５年で１齢級）

注）水源涵養タイプ単層林の主伐の伐期齢は、トドマツが65年（13齢級）、カラマツが50年（10齢級）、
（アカ）エゾマツが80年（16齢級）である。

後志胆振森林計画区の森林資源の状況



位置：北海道の中央部よりやや西より、
中央部には石狩平野が広がり、北部
は天塩山地、東部は夕張山系、西部
は日本海に面している。

特徴：札幌市を中心とする大都市圏が
ある一方、支笏洞爺国立公園、暑寒
別天売焼尻及びニセコ積丹小樽海岸
の２つの国定公園並びに朱鞠内、富
良野芦別及び野幌の３つの道立自然
公園を有している。

計画区内の国有林野：４４９千ｈａ

石狩空知森林計画区の特徴



機能類型別面積
区　　分 面積（ha） 比率（％）

 山地災害防止タイプ 49,505 11
 自然維持タイプ 55,715 13
 森林空間利用タイプ 88,538 20
 快適環境形成タイプ － －
 水源涵養タイプ 251,649 56
 該当外 37 0

計 445,444 100
注） 成 年 月現在

北
空
知
支
署
管
内

空
知
森
林
管
理
署
管
内

石狩森林管理署管内

注）平成29年4月現在

石狩空知森林計画区内の機能類型



森林資源の状況

区 分 林地面積（ha） 材積（千㎥）

林地

人工林 94,259 11,615 

天然林 314,683 43,862 

その他 6 26 

計 408,948 55,503 

注１） 現行計画（H25.4～H30.3）数値である。

注２） その他は、伐採跡地である。

注）水源涵養タイプ単層林の主伐の伐期齢は、トドマツが65年（13齢級）、カラマツが50年
（10齢級）、（アカ）エゾマツが80年（16齢級）である。

齢級（５年で１齢級）

石狩空知森林計画区の森林資源の状況



位置：北海道の中央からやや北の内陸部
に位置し、中央部には名寄盆地が
あり、東部は北見山地、西部は天
塩山地とその支脈に囲まれていま
す。

特徴：優れた山岳景観を有する天塩岳道
立自然公園のほか、ピヤシリスキ
ー場等の観光資源があり、体験型
観光が盛んな地域です。

計画区内の国有林野：１６万４千ｈａ

上川北部計画区の国有林は、上川北部
森林管理署で管理しているほか、北海道
森林管理局の直轄組織として、森林技術
・支援センターが、技術開発事業等を実
施しています。

上川北部森林計画区の特徴



機能類型別面積

区 分 面積（ha） 比率（％）

山地災害防止タイプ 40,143 24 

自然維持タイプ 17,700 11 

森林空間利用タイプ 4,976 3 

快適環境形成タイプ
- -

水源涵養タイプ 101,340 62 

計 164,159 100 

注）平成29年4月現在

上川北部森林計画区内の機能類型



森林資源の状況

区 分 林地面積（ha） 材積（千㎥）

林地

人工林 35,555 3,624 

天然林 122,709 13,128 

計 158,264 16,752 

注） 現行計画（H25.4～H30.3）の数値である。

齢級（５年で１齢級）

注）水源涵養タイプ単層林の主伐の伐期齢は、トドマツが65年（13齢級）、カラマツが50年（10齢級）、（ア
カ）エゾマツが80年（16齢級）である。

上川北部森林計画区の森林資源の状況



ⅳ）計画樹立の考え方

・計画樹立の基本的考え方

・重視すべき機能に応じた管理経営の推進

ⅴ）森林・林業の再生に向けて

・森林・林業の再生に向けて



民有林と連携した施業、林業の低コスト化に向けた技術開発等により民有林
の経営支援に取り組むなど、森林・林業再生へ貢献、また、林産物の供給等
を通じて、地域の川上～川下の関係者との連携を強化し、国産材の安定的・
効率的な供給体制の構築へ貢献

国民の森林としての管理経営

開かれた「国民の森林」を実現するため、住民参加の森林づくりを進める一
環として、地域の方々からの意見・要望を聴くための「地元意見交換会」
を、 平成2７年1０月に各森林計画区で行い、寄せられた国民の声を施策に
反映させるよう努め、地域の特徴に応じたさまざまな取り組みを推進します

公益重視の管理経営の一層の推進

森林・林業の再生に向けた貢献

水源涵養機能、山地災害の防止機能、生物多様性を保全する機能、レクリ
エーションや教育の場としての保健文化的機能など、森林の多面的な機能の
維持増進を図るため、適切な管理経営を行います

計画樹立の基本的考え方



個々の国有林野を重点的に発揮させるべき機能によって、以下の5つの機能類型に区分。
なお、各機能の発揮を図るために必要な施業により生じる木材については、有効に利用。

Ⅰ 土砂流出や気象害の防備等、災害に強い国土基盤の形成に係る機能を重視する
「山地災害防止タイプ」（「土砂流出・崩壊防備エリア」及び「気象害防備エリア」に細分）

Ⅱ 貴重な自然環境の保全や動植物の保護等に係る機能を重視する「自然維持タイプ」
Ⅲ 国民と自然とのふれあいの場としての利用に係る機能を重視する「森林空間利用タイプ」
Ⅳ 騒音や粉塵等の低減・緩和などに係る機能を重視する「快適環境形成タイプ」
Ⅴ 良質な水の供給など水源の涵養に係る機能を重視する「水源涵養タイプ」

重視すべき機能に応じた管理経営の推進

森林に対する国民の要請は、山地災害の防止や水源の涵養に加え、地球温暖化の防
止、生物多様性の保全、森林とのふれあいや国民参加の森林づくり等、さらに多様
化。

上記の要請や各森林計画の課題等を踏まえ、以下の3点を目標。
① 国土の保全その他国有林野の有する公益的機能の維持増進
② 林産物の持続的かつ計画的な供給
③ 国有林野の活用によりその所在する地域の産業の振興または住民の福祉

の向上に寄与



○森林・林業の再生に向け、公益重視の管理経営とともに、北海道の国有林は以下
のような取り組みを進めます。

森林・林業の再生
－木材自給率の向上－

低コストな技術の開発、推進 技術の普及、人材育成
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安定供給システム販売 ： 地域における安定供給体制の整備や木材の新たな需要の拡大、加工･流通の合理化等に資する提
案を受け、企画競争方式により国有林の木材（立木や丸太）を安定的・計画的に供給する販売方法。

一貫作業 ： 伐採・搬出と同時に地拵えを行い植栽を完了させる方法。
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森林・林業の再生に向けて



ⅵ）新計画の主要計画量

・伐採計画

・参考 北海道森林管理局における今後の木材供給量の見通し

・更新計画

・保育計画

・林道開設計画

・治山事業計画



資源が充実し、適期林分の増加により、主・間伐とも前計画と比較し増の
計画、路網作設等に伴う支障木については、既設路網の状況や実行結
果を勘案し計画。

※ 計画期間5年分の数値

伐採計画 ～後志胆振森林計画区～
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※ 計画期間5年分の数値

伐採計画 ～石狩空知森林計画区～
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本計画（案）前計画 実行結果

間伐

164

(千ｍ3)

47 102

112 173

346

214
173

779
694

986

211

18.6

14.3

20.4

資源が充実し、適期林分の増加により、主・間伐とも前計画と比較し増の
計画、路網作設等に伴う支障木については、既設路網の状況や実行結
果を勘案し計画。



※ 計画期間5年分の数値

伐採計画 ～上川北部森林計画区～

資源が充実し、適期林分の増加により、主・間伐とも前計画と比較し増、
併せて臨時伐採量（主伐）も増の計画、路網作設等に伴う支障木につい
ては、既設路網の状況や実行結果を勘案し計画。
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本計画（案）前計画 実行結果
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24968
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H20～H24(実績) H25～H29 H30～H34 H35～H39 H40～H44 H45～H49 H50～H54

◎伐採量の見通し

北海道森林管理局における今後の木材供給量の見通し

◎ 北海道におけるH18～H28年度の国有林蓄積と伐採実績の推移

(単位:万m3)

※H28年度における伐採量については計画量（28年4月1日現在有効な森林計画における年平均伐採量）。
※その他各年度の伐採量および資源蓄積量は国有林野事業統計書を参照。

※それぞれの数値はそれぞれ５年ごとの平均値を表しており、H20～H24
※は実績値（国有林野事業統計書）、それ以降は林政審国有林野部会
※ （H23.5.20 「今後の収穫量の見通し」）をもとに、現行の伐採計画量や、
※人工林資源状況を勘案し推計した見込み値。

(単位:万m3)

（参考）現在の人工林資源の樹齢級別配置（資源量）

(単位:万m3)

※数値は「森林資源の現況（平成24年度版）」を参照
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1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19+

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

人工林蓄積
6,266 6,439 6,527 6,858 6,930 7,197 7,423 7,719 8,067 8,235 8,689 

H18～H22 年平均蓄積増加量 186万㎥ H23～H27 年平均蓄積増加量 298万㎥

天然林蓄積
30,114 30,343 30,492 31,103 31,376 31,470 31,724 32,077 32,717 32,793 33,109 

H18～H22 年平均蓄積増加量 271万㎥ H23～H27 年平均蓄積増加量 328万㎥

総計
36,381 38,330 37,019 37,961 38,306 38,667 39,147 39,796 40,784 41,028 41,797 

H18～H22 年平均蓄積増加量 457万㎥ H23～H27 年平均蓄積増加量 626万㎥

伐採量
116 109 97 104 107 130 137 139 143 144 179（※）

H18～H22 年平均伐採量 107万㎥ H23～H27 年平均伐採量 139万㎥

(齢級)

参考



更新計画

後志胆振森林計画区 石狩空知森林計画区

•前計画に対する実行結果
は、人工造林は、次期計画に
向けた繰越があるため減、天
然更新はほぼ計画どおりと
なった。
•本計画（案）では、前計画
と比較し人工造林は、主伐の
増加に伴い増加、天然更新
は、ブナ復元プロジェクト等
による更新が概ね完了したた
め大幅な減少で計画。

•前計画に対する実行結果
は、風倒被害地等の復旧を重
点的に行った結果、人工造
林、天然更新とも増となっ
た。
•本計画（案）では、人工造
林、天然更新とも主伐の増加
に伴い増加で計画。

※ 計画期間5年分の数値

上川北部森林計画区

（ha）

•前計画に対する実行結果
は、風倒被害地等の復旧を
重点的に行った結果、天然
更新が大幅に増となった。
•本計画（案）では、人工造
林は、風倒被害地等の復旧
終了のため減少、天然更新
は、人工林択伐量の増加に
伴い増加で計画。

（ha） （ha）



保育計画
※計画期間5年分の数値

後志胆振森林計画区

•前計画に対する実行結果を見ると、下
刈は、現地の状況に応じて実施した結
果、大幅に減となり、つる切・除伐に
ついては、現地調査に基づく必要性を
勘案して行った結果、大幅に増となっ
た。
•本計画（案）では、下刈はほぼ同等で
計画、つる切・除伐は適齢期の林分が
前計画に比べ増加したことから増加で
計画。

•前計画に対する実行結果を見ると、
下刈は、植栽木の生育が遅く標準的
な期間より長く下刈を行う必要が生
じた個所が多くあったため増とな
り、つる切・除伐については、現地
調査に基づく必要性を勘案して行っ
た結果、大幅に増となった。
•本計画（案）では、主伐の増加に伴
い下刈りは前計画に比べ増加で計
画、つる切・除伐は適齢期の林分が
前計画に比べ増加したことから増加
で計画。

石狩空知森林計画区 上川北部森林計画区

（ha）

•前計画に対する実行結果を見ると、
下刈は、植栽木の生育が遅く標準的な
期間より長く下刈を行う必要が生じた
個所が多くあったため増となり、つる
切・除伐については、現地調査に基づ
く必要性を勘案して行った結果、大幅
に減となった。
•本計画（案）では、主伐が増で計画
されているものの、下刈の標準的な期
間を過ぎる面積が減少したことから下
刈は前計画に比べ減少、つる切・除伐
は適齢期の林分が前計画に比べ増加し
たことから増加で計画。

（ha） （ha）



林道開設計画

前計画においては、積極的な考え方の下路網整備を計画しましたが、森林作業道の
新設や既設路網の活用等により、実行結果が各計画区ともに減少。
本計画（案）では、実行結果も踏まえ、また、５年間で路網整備を予定する可能性が高
い箇所に絞り込んで計画しています。

※計画期間5年分の数値

後志胆振森林計画区 石狩空知森林計画区 上川北部森林計画区



治山事業計画（保全施設（渓間工、山腹工））
※計画期間5年分の数値

後志胆振森林計画区

保全対象に対する事業の必要性・緊急性等を考慮しつつ計画しています。

石狩空知森林計画区 上川北部森林計画区



３．変更計画の概要



○「保護林制度の改正について」（平成27年9月22日付け27林国経第49号林野庁長官通知）に基づ
き、保護林の簡素で効率的な管理体制の構築の必要性等を踏まえて、保護林の再編を行います。
（全ての森林計画区）

変更計画の概要（10森林計画区）

○効率的な間伐等の森林施業を推進するために必要な路網整備にかかる計画を変更します。
（渡島檜山森林計画区）

○レクリエーションの森の廃止に伴い、指定及び区域の見直しを行います。
（上川南部森林計画区）

○森林の有する公益的機能を持続的に発揮させるため、間伐から主伐へ伐採方法の変更、台風被
害による主伐及び間伐箇所の一部見合わせ及び臨時伐採量の追加に伴い、伐採総量、更新総量及
び保育総量を変更します。

（渡島檜山、胆振東部及び日高森林計画区）

変更内容
森林計画区 保護林 森林整備 路網整備 ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝの森

伐採総量等の追加 （林道計画の変更） （機能類型の変更）（ ）

渡島檜山 ● ● ●
胆振東部 ● ●
日 高 ● ●
上川南部 ● ●
留 萌 ●
宗 谷 ●
網走西部 ●
網走東部 ●
釧路根室 ●
十 勝 ●

赤字が変更の対象となる森林計画区
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北海道森林管理局管内における保護林の再編

森林生態系保護地域
（５箇所 276千ha）

森林生物遺伝資源保存林
（４箇所 46千ha）

植物群落保護林
（57箇所 25千ha）

林木遺伝資源保存林
（137箇所 ３千ha）

特定動物生息地保護林
（１６箇所 １２千ha）

特定地理等保護林
（４箇所 0.014千ha）

郷土の森
（１箇所 0.017千ha）

森林生態系保護地域
（５箇所 316千ha）

生物群集保護林
（19箇所 32千ha）

希少個体群保護林
（168箇所 13千ha）

保護林区分の再構築 224箇所・362千ha → 192箇所・362千ha

廃 止
（▲7箇所 0.03千ha）

協定の森、レク森など
他の制度を活用、施業

上の配慮で保護。

5箇所 276千ha／再編(5箇所)

3箇所 40千ha／統合(▲3箇所)

37箇所 2千ha／再編(36箇所)

132箇所 2千ha／再編(126)､統合(▲6)

13箇所 9千ha／再編(5)､統合(▲ 8)

2箇所 1.26ha

4箇所 14.12ha

1箇所 16.82ha

2箇所 0.09千ha／統合(▲2箇所)

2箇所 0.02千ha／統合(▲2箇所)

16箇所 23千ha／再編(14)､統合(▲2)

3箇所 0.58千ha／統合(▲3箇所)

3箇所 3千ha／再編(3箇所)

1箇所 5千ha／分割して再編(2箇所)


